
令和元年１０月４日（金）
宇都宮市保健福祉総務課保健福祉相談担当

担当副主幹 齋藤 順子

宇都宮市における

地域・職域連携の推進



１ 宇都宮市の概況

２

• 宇都宮市は，東京から北へ約１００

ｋｍ，関東平野が広がる栃木県のほ

ぼ中央に位置し，東北新幹線や東北

自動車道，国道４号線など国土の骨

格となる交通軸に位置する，緑と水

に恵まれた自然災害の少ない地域で

す。

• 古くから門前町，宿場町，城下町と

して栄え，農業・商業・工業の均衡

の取れた産業都市として成長を続け，

現在は内陸最大規模の工業団地が形

成されるなど，産・学・住が有機的

に結ばれたまちづくりを進めてきま

した。

○市制施行 明治２９年４月１日

○中核市移行 平成８年４月１日

○市町合併平成１９年３月３１日

○面 積 ４１６．８５ｋ㎡

○海 抜 １１６．０７ｍ

○推計人口（平成31年4月1日現在）

＊人 口 ５１８，４７０人

男 ２５９，０８０人

女 ２５９，３９０人

＊世帯数 ２２５，５９１世帯



健康づくりの施策 「第２次健康うつのみや２１」計画に基づく活動

基本
目標

基本方向 分野

健
康
寿
命
の
延
伸

基本方向１
生活習慣の改善

①栄養・食生活

②身体活動・運動

③休養・こころの健康

④歯・口腔の健康

⑤たばこ

⑥アルコール

基本方向２
生活習慣病の発症予防・
重症化予防

⑦NCD（非感染性疾患）

循環器疾患、糖尿病、がん、

COPD（慢性閉塞性肺疾患）、CKD
（慢性腎臓病）

基本方向３
社会生活を営むために必
要な機能の維持及び向上

⑧次世代の健康

⑨高齢者の健康

基本方向４
健康を支え、守るための
社会環境の整備

⑩地域のつながり・支え
合い

⑪企業・団体等の積極参
加の促進

「第２次健康うつのみや21」について

【基本理念】「ともに支え合う、健康で幸せなまちづくり」の実現

【期 間】平成25年４月～平成34年３月

【基本方向】◎ 前計画の最終評価において、「身体活動・運動」分野の一層の推進や成人男性の肥満の改善の必要性などがみられたことや、依然として３大死因に
よる年齢調整死亡率が全国を上回っていることなどから、生活習慣の改善を図り，生活習慣病の発症や重症化を予防する必要がある。
⇒ 基本方向１ 基本方向２ を設定

◎ 少子高齢化、単身世帯の増加等の社会背景を踏まえ、将来を担う次世代の健康を支え、次世代における健康づくりを推進し、また、高齢化による生
活機能の低下の抑制や、生活の質の向上のために高齢者の健康づくりを推進する必要がある。 ⇒ 基本方向３ を設定

◎ 市民健康等意識調査の結果より、時間がなく健康づくりに取り組めない人や、身近な場所で健康づくりの機会がなく取り組めない人がいると考えら
れるため、健康づくりを支援する環境を整備する必要がある。 ⇒ 基本方向４ を設定

身体活動・運動
○重点取組
・歩くことから運動を始め，まずは，今より10分間多く歩きます。
○施策事業
・ (新)健康ポイント事業， 運動推進事業，運動出前講座
・スポーツ推進委員・少年スポーツ指導員の養成

地域のつながり・支え合い
○重点取組
自分の健康に関心を持ち、地域における健康づくり活動を知り、身近な場所での健康づくり活動に積極的に参加し
ます。
○施策事業
健康づくり推進員の育成・支援及び健康づくり推進組織との連携
・ 地域での健康づくり活動への参加の促進
○重点目標 地域で健康づくりに参加する市民の増加 H24  27,911人→H29 35,506人→H34 37,000人

糖尿病
○重点取組
・太りすぎに注意し，適正体重を維持するよう努めます。
・健康診査の結果，糖尿病または糖尿病を発症する恐れのある人への保健指導を積極的に実施します。
○施策事業
・(新)糖尿病対策推進事業，(新)糖尿病啓発イベント，糖尿病予防教室
○重点目標

糖尿病または血糖値が高いといわれたが，治療や取組をしていない人の割合
【 男性】 H24 11.6％→H29 26.2％→H34 6.0％，【女性】Ｈ24 8.7％→H29 29.7％→Ｈ34 4.0％

H２９ H34

20～64 歳男性 6083歩
20～64 歳女性 5429歩
65 歳以上男性 5026歩
65 歳以上女性 4637歩

20～64 歳男性 9000歩
20～64 歳女性 8500歩
65 歳以上男性 7000歩
65 歳以上女性 6000歩

企業・団体等の積極参加の促進
○重点取組
・健康づくりに取り組む企業等を増やすため，健康づくり活動に対するインセンティブを促すための仕組みをつく
ります。
○施策事業
・(新)宇都宮市健康づくり事業者表彰， (新)健康ポイント事業， 事業所における従業員の健康づくり促進事業
○重点目標 働いている人のうち自分の生活習慣をよく思っている人の割合

Ｈ24 44.8％→H29 47.7％→Ｈ34 62.3％
健康づくりに関する取組を行っている事業所の割合 Ｈ29 83.4％→Ｈ34 100％2



報告

２ 地域・職域連携推進協議会の概要
• 協議会名：宇都宮市地域・職域連携推進協議会
• 設置年度：平成２５年度（栃木県保健医療計画（６期計画）で二次医療圏に設定されたため）

【構 成】
委員：１５名（任期は２年間）
関係機関（２団体） 宇都宮市医師会，公益財団法人宇都宮市医療保健事業団
職域保健（１０団体）
一般社団法人宇都宮工業団地総合管理協会，一般社団法人清原工業団地総合管理協会，宇都宮商工会議所，
宇都宮地区ＴＨＰ推進協議会，栃木産業保健総合支援センター，宇都宮労働基準監督署，
全国健康保険協会栃木支部，健康保険組合連合会栃木連合会，栃木県国民健康保険団体連合会，
とちぎ産業看護研究会

地域保健（３団体） 宇都宮市 保険年金課，保健予防課，健康増進課

役割：地域職域連携に関する事項を協議し，推進する。

宇都宮市地域・職域連携推進協議会 【年２回開催】

【構 成】
委員：１５名（任期は２年間）
地域・職域連携協議会構成団体の実務
担当者

役割：協議会の所掌事項を効果的・効率的
に遂行するための検討及び事業等を
実施する。

ワーキンググループ【年３回開催】 【構 成】
委員：検討事項等に応じた出席者を各構成団体が選出
職域保健（３団体）
全国健康保険協会栃木支部，
健康保険組合連合会栃木連合会
栃木県国民健康保険団体連合会

地域保健（１団体）
宇都宮市保険年金課

役割：健康課題の明確化及びその解決に向けた保険者
間の連携による取組等の検討を行う。

保険者部会【随時】

連
携

報告
※平成３０年度

より開催

※平成25年度より
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Point 1

Point 2



協議会体制整備のポイント協議会体制整備のポイント

4

地域・職域連携推進の必要性の理解

・構成員や関係団体の理解を促すための働きかけ
設置理由，経過，構成メンバー，協議会の内容，
構成員としての依頼事項，推進による効果などについて説明

⇒各団体間の情報共有，連携事業の共同実施
(参考 ガイドラインp5，p8）

・構成団体として期待する役割を説明 (参考 ガイドラインp15，16）

・具体的な構成団体へのアプローチの方法
①構成団体への参画のお願い説明文書作成
②それぞれの構成団体への説明に出向く

Point 1



協議会体制整備のポイント協議会体制整備のポイント

5

・取り上げる課題に応じて構成員の追加を行う等、組織体を変化

① 職域保健の現場における実態や意見を事業の計画段階から反映
するとともに，協議会が実施する事業を，より多くの事業所に
利用してもらうため，事業所等との協力体制を強化する必要が
ある。

平成２７年度⇒構成団体を追加 (工業団地総合管理協会など４団体）

② 働く世代に課題の多い肥満や生活習慣病については，特定健診，
特定保健指導などとの連携が不可欠であることから，それらの
実施主体である保険者と協力体制を強化する必要がある。

平成３０年度⇒保険者部会を設置



協議会体制整備のポイント協議会体制整備のポイント

6

保険者部会等関係団体との連携
・連携のねらい (参考 ガイドラインp37)

⇒働く人の肥満や生活習慣病が健康課題であり，それらを解決する
ためには，特定健診や特定保健指導など健診後の事後指導が重要

これらは，保険者の義務となっていることから，保険者がそれら
をとりくめる環境づくりが必要
さらに，健康課題を明確化する上で，保険者の持つ特定健診や
医療費データの結果からの分析ができる

・ワーキングとの役割分担
ワーキング⇒ 地域全体でかかわらないといけない内容

例） メンタルヘルス，たばこ対策
保険者部会⇒ 保険者が主として実施すべきもの，保険者と連携が

必要なもの
例） 生活習慣病など要支援業種への対策

Point 2



３ 働く世代や事業所における課題を明確化

• 各協議会構成団体や市が保有しているデータの収
集・分析

• 中小企業における健康づくりへの具体的な支援策を
検討するために健康づくりに関する事業所アンケー
ト調査を実施

データ収集・分析

平成
２１年度

平成
２６年度

平成
２７年度

平成
２９年度

課題の把握と対応策の検討

※健康うつのみや２１計画（健康増進計画）に
おける中間評価，最終評価時にあわせて実施

• 事業所における取組内容を把握するため，事業所の

健康づくり状況調査を実施

【ヒアリングにて，市内事業所２２社】

• 第２次健康うつのみや２１計画の中間評価及び市内
の事業所の健康づくりへの取組状況等の把握のため，
事業所アンケート調査，市民健康等意識調査を実施

① 協議会連携事業の評価及び働く世代や事業所における課題の把
握・共有

• 第２次健康うつのみや２１計画の中間評価（市民健康等意識調査や
事業所アンケート調査，既存の統計データ等 を活用）に基づき，

これまでの協議会事業の評価及び働く世代の課題の整理

〔⇒実施主体：ワーキング〕

② 平成２９年度に整理された課題への対応策を検討

〔⇒実施主体：ワーキング，保険者部会〕

平成
３０年度

① 働く世代や事業所における課題の把握・共有

• 各協議会構成団体における取組の共有市が保有する統計的データ
等から明らかとなった現状や事業所等の保健事業を実施する上で
の課題等について意見交換を実施 〔⇒実施主体：ワーキング〕

• ①で共有した課題への対応策を検討

7
• 糖尿病等の特徴的な健康課題がある要支援業種を選

定し，課題解決に向けた取組を強化するため，協会
けんぽより提供してもらった市内事業所の特定健康
診査のデータの分析

令和
元年度

平成２９年度に整理された課題への対応策を検討

〔⇒実施主体：ワーキング〕



肥満対策

２０～６０代男性
の肥満率が全国平
均を上回っている

【市食育意識調査】
【国民健康栄養調査】

がん検診受診
率向上対策

働き盛り世代のが
ん検診の受診率は
他年代と比較して
低く，事業所にお
ける婦人がん検診
の実施率も低い

【市医療保健事業団】

事業主の意識
向上・事業所
のニーズ把握

事業所においては
労働衛生よりも労
働安全の取組が優
先されている

健康診査の事
後指導の強化

定期健康診断の有
所見率が全国平均
を上回っており，
事後指導の実施率
も低い

【労基署データ】

◇ 事業主や健康管理
担当者等に対する
普及啓発

◇ 事業所の健康づくり
の現状やニーズの
把握

◇ 事業所が保健
サービスを利用
しやすい環境の整備

労働安全衛生法等
の改正により，ス
トレスチェックの
実施や受動喫煙防
止措置の義務化

保健サービス
事業の周知強化

平成２６年度 働く世代や事業所における課題の把握・共有

8

構成員が保持する既存データ

Point 3

Point 4



健康課題の明確化を行う上でのポイント健康課題の明確化を行う上でのポイント

9

地域、職域共に負担をかけないことに留意

・構成員の所属機関が持っているデータを活用
(参考 ガイドラインp20,25,26）

⇒市の既存のデータ，健診機関における事業所の健診結果のまとめなど

・関係機関にデータ提供を受ける際の手順
⇒地域職域連携協議会にて，各団体の実施する事業や課題，市内の健康課
題等について情報交換・共有するため，働き盛り世代を対象とする事業
等や資料を依頼

・データ等の依頼方法

⇒協議会へ依頼

構成団体の各担当者に資料やデータ等で持ち寄れるものを依頼

Point 3



健康課題の明確化を行う上でのポイント健康課題の明確化を行う上でのポイント

10

健康課題の概観を捉え、まずは着手

① ワーキングの中でそれぞれの団体から出された意見から
全体の課題を把握。

②優先順位の検討
⇒事業主や健康管理担当者等に対する普及啓発

事業所が保健サービスを利用しやすい環境の整備
事業所の健康づくりの現状やニーズの把握

③具体的事業の検討

Point 4



糖尿病をはじめとした生活習慣病
を指摘された人の取組が不足して
いる

青壮年期で糖尿病を指摘された人の割合
8.4％，
その内，取組をしていない割合38.8%

仕事を理由としてストレスをいつ
も感じている者が多いが，メンタ
ルヘルスに取り組んでいる事業所
が少ない
ストレスをいつも感じている者の割合は
30.9%。その内，仕事を理由としている
者の割合50.8%
事業所においてメンタルヘルス対策に取
り組んでいる割合23.2%

がん検診の受診に取り組んでいる
事業所が少ない

がん検診（種別は問わない）に取り組ん
でいる中小事業所の割合41.8%，大規模
事業所の割合74.3%

平成３０年度～ 働く世代や事業所における課題の把握・共有

糖尿病の発症予防・
重症化予防

メンタルヘルス対策の
強化

がん検診受診率向上に
向けた対策の強化

◇ 事業所における健康課題の把握
とその解決に向けた支援 ◇ 要支援業種への対策の強化

◇ 事業主や健康管理担当者等
に対する普及啓発

◇ 事業所や従業員が保健サービス
を利用しやすい環境の整備

【市民健康等意識調査】

【事業所アンケート調査】

11

Point5



健康課題の明確化を行う上でのポイント健康課題の明確化を行う上でのポイント

12

実態調査で，概観による健康課題を補完，焦点化

(参考 ガイドライン p25)

①第２次健康うつのみや２１計画中間評価時の評価のための市民健康意識
調査で概観による健康課題を補完

②事業所アンケート調査を同時実施し，焦点化

事業主や健康管理担当者等に対する普及啓発
事業所や従業員が保健サービスを利用しやすい環境の整備

＋
事業所における健康課題の把握とその解決に向けた支援
要支援業種への対策の強化

Point 5



事業所が保健サービスを利用しやすい環境の整備

・健康教育
・健康情報提供

・健康情報提供

事業主・健康管理担当者等への普及啓発

健康課題の把握

・健康教育
・健康情報提供

・健康情報提供
・出前検診の実施
【新】

新

・健康教育
・健康情報提供
・働く人の健康づくり
講演会の開催【新】

事業所の健康づくり
の現状やニーズ把握

新

・事業所の健康づくり
状況調査【新】

・健康情報提供
・出前検診の実施

健康づくり促進の取組

・好事例集の作成・
配布【新】

新

・健康教育
・健康情報提供
・働く人の健康づくり
講演会の開催

・健康情報提供
・出前検診の実施

・健康教育
・健康情報提供
・働く人の健康づくり
講演会の開催

・事業所における健康
づくり事業【新】

・健康情報提供
・出前検診の実施
・事業所における健康
づくり事業【新】

・好事例集の配布

健康課題の把握

４ 協議会の主な取組

13

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

・保険者部会の
設置【新】

・健康教育
・健康情報提供
・働く人の健康づくり
講演会の開催

・事業所における健康
づくり事業

・健康情報提供
・出前検診の実施
・事業所における健康
づくり事業



事業主や健康管理担当者等に対する普及啓発
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健康情報の提供 （平成２５年～）【Ｒ１予算:０円】

実施回数 内 容 対象者

年
間

６ 月
７ 月
８ 月
９ 月
１１月
１２月
３ 月

・ 健診受診率向上に関するもの
・ たばこ（禁煙，受動喫煙防止）に関するもの
・ 歯科口腔保健に関するもの
・ 糖尿病合併症予防講習会に関するもの
・ 女性のための健康づくり講演会チラシに関するもの
・ こころの健康に関するもの
・ 出前講座の案内 など

宇都宮工業団地，瑞穂野
工業団地，
清原工業団地，宇都宮卸
売商業団地
に立地する事業所（２８
３社）

健康教育 （平成２５年度～）

• 各工業団地およびトラック協会主催の研修会や労働衛生大会との連携

• 宇都宮市医療保健事業団の健康教室との連携



事業主や健康管理担当者等に対する普及啓発
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働く人の健康づくり講演会（平成２７年度～）【Ｒ１予算：７５千円】

年度 基調講演 事例報告

２７
「会社を元気にする！従事員の健康管理

一歩を踏み出した事例を踏まえて」
東京大学政策ビジョン研究センター 特任教授 古井祐司 氏

・「社員の健康が数字で見える
健康格付型バランスシート」

（全国健康保険協会栃木支部 支部長栗田昭治氏）

２８
「明日からできる健康経営

～中小企業の実例から学ぶ～」
日本政策金融公庫総合研究所 研究員 佐々木真佑 氏

・小平興業株式会社管理本部 取締役本部長河合成一氏
・株式会社ＴＫＣ栃木本社経営管理部 部長笹川裕介氏
・宇都宮市保健所保健予防課 係長杉山佐千子氏

２９ 「エビデンスに基づく健康づくりの最前線」
筑波大学大学院人間総合科学研究科 教授 久野譜也 氏

・株式会社ミツトヨ宇都宮営業所総務部総務部
鈴木ひろ子氏・村上恵美子氏

・和田工業株式会社 取締役廣田勝義氏
・株式会社療食サービス 専務取締役太田康雄氏

３０ 「経営の視点から考える従業員の健康づくり」
国際医療福祉大学小田原保健医療学部 教授 荒木田美香子 氏

宇都宮市健康づくり事業者表彰 受賞事業者
・小花塗装株式会社 代表取締役 小花伸子氏
・株式会社ビック・ビー 主任 栗田祐輔 氏

目的：事業主や健康管理担当者を対象に，従業員の健康づくりの重要性や事業所において取り組め
る健康づくりの紹介などを行い，健康づくりに取り組む事業所の増加を図る。



事業主や健康管理担当者等に対する普及啓発
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職場の健康づくり取組事例集の作成 （平成２８年度）

目的：従業員の健康づくり等に積極的に取り組む事業所の取組の状況や経過などの
事例集を作成し，市内の各事業所に情報提供することにより健康づくりに取り
組む事業所の増加を図る。

内容：職場における従業員の健康づくりの必要性
事業所における健康づくりの取り組み事例 ６例
職場での健康づくりを応援するサービス
(各団体で実施する保健サービス等を紹介)
地域職域連携推進協議会で実施する連携事業の紹介

活用
• 講演会来場者や事業所への配布
• ホームページへの記事掲載（市ホームページ，協議会

構成団体のホームページ）
• 商工会議所会員にPDFデータをweb配信

【Ｈ２８予算：１９４千円】

Point 6



事業主や健康管理担当者等に対する普及啓発
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職場の健康づくり取組事例集の作成・活用

●作成にあたって
⇒ ワーキングの中で検討・作成
＜具体的内容＞
① 構成団体より健康づくりに積極的に取り組む事業所の推薦
② 事業所にヒヤリング
③ ワーキング，協議会において事例集掲載基準の検討及び選定

●活用にあたって
⇒ 構成団体を通じて配布
＜具体的内容＞
講演会にて協議会の構成員が配布
事例発表を通じて報告
構成団体を通じたウェブ等での配信

Point 6



事業所が保健サービスを利用しやすい環境の整備
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出前検診の実施（平成２６年度～）

事業所における健康づくり事業（平成２９年度～）【Ｒ１予算：２４８千円】

目的

市内の事業所等に管理栄養士や健康運動指導士を派遣し，食生活や運動につ
いての健康講座を開催することにより，従業員の生活習慣改善を支援し，事業
所における健康づくりの普及・啓発を図る。

目的

工業団地等において,出前検診を実施し，働く世代のがん検診を受診する機会
の拡充を図る。

内 容

食生活講座
働く世代のライフスタイルに沿った食品の選び方など食事改善ポイ

ントの紹介

運動講座 職場でできる手軽な運動の紹介と体験

歯科講座【新】
口の中を健康に保つことについての講話と歯周病予防等に役立つ正

しい歯磨きの体験

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ講座【新】
身近な人の悩みを上手に聴くための方法や相談する人も相談を受け

る人も気持ちを楽にするコツを紹介



その他働く世代の健康づくりを推進する仕組みづくり①
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健康づくり事業者表彰制度（企業へのインセンティブ）（平成３０年度～）
【Ｒ１予算：６２千円】

対象者
市内に事業所を有し，健康づくりに積極的に取り組む事業者

表彰基準
① 従業員の特定健康診査・がん検診の受診勧奨に取り組んでいること
② 従業員のたばこ対策に取り組んでいること
③ 従業員の心の健康づくりに取り組んでいること
④ 運動，食生活の改善，その他従業員の健康づくりに取り組んでいること

健康ポイント事業（市民へのインセンティブ）（平成３０年度～）
【Ｒ１予算：５１,１５３千円】事業

運動や健診の受診などの健康づくり活動に対してアプリによりポイントを付与し，貯
まったポイントに応じて協賛企業提供物品等を提供

対象者
１８歳以上の市民

ポイント付与活動
歩く・自転車に乗る，体重の計測，健診の受診，体重の適正化

事業の流れ

ポイント貯めておトク

健康になっておトク

参加登録 健康づくり活動 ポイント獲得 商品交換

参加者数は８，８６９人

（平成３０年度）

受賞事業者は３１社

（平成３０年度）



その他働く世代の健康づくりを推進する仕組みづくり②
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地域における健康づくり活動との連携

• 各地区の健康づくり推進組織※が作成したウォー
キングマップ等を協議会構成団体や保険者等へ
配布

• 協議会で整理した働く世代の健康課題を盛り込ん
だ本市の健康課題について，健康づくり推進組織
の研修会で情報提供を行い，課題解決に向けた取
組等についてグループワークを実施

※健康づくり推進組織とは，栄養・運動・休養のバランス
のとれた生活習慣を自ら実践するとともに健康づくりを
お住まいの地域の中に広めていく活動を行うボランティ
ア。
健康づくり推進組織の推進員として活動するには，

養成講座を1コース５日間受講するとともに，地区活動
体験を1回以上実施し，レポートを提出することで修了
証が授与され，推進員として活動できる。

健康づくり推進組織設立地区数 37地区30組織
健康づくり推進員数 547人 【平成30年度】

参考）ウオーキングマップ



連携事業展開上のポイント連携事業展開上のポイント
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協議会で作業スケジュールを共有

① 事業実施までの詳細作業スケジュールを作成 担当者
（参考 ガイドラインp25,p40 資料４)

Point 6

懸案事項

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

会議

地域・職域連携推進協議
会

※企画Ｇと要調整

・地域・職域保健との情報共有
・保険者との連携
・事業所における健康づくりの推進

★高橋・野澤

【第１回協
議会】
・H31事業
計画の決
定

働く人の健康づくり講演会 ・実施内容や周知方法の検討 ★野澤・高橋

・日程・内
容・講師等
の検討

講師に内
諾を得る

既存事業と連携した健康教
育

★野澤・高橋

職域に対する健康情報提
供

・情報提供方法の検討 ★野澤・高橋

リーフレッ
ト配布①
（健康講
座）

リーフレッ
ト配布②

事業所での健康づくり事業
・実施数増加に向けた周知方法の
検討

★野澤・高橋・
枝・小宮・大出

事業委託
仕様書の
作成

・委託契約
・事業内容
周知
・募集開始

（随時）
・事業周知
・申込受付
・委託料支
払い（月
毎）

連携
事業

事業名 担当（主に★）

4 5 6

職
域
に
お
け
る
健
康
づ
く
り
の
推
進

･･･



連携事業展開上のポイント連携事業展開上のポイント
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協議会で作業スケジュールを共有

② 事業の内容やスケジュールを構成員間で検討，共有
協議会での進捗報告

第２回の協議会で当該年度の事業内容の実施状況を中間報告し，次年度の連携事業に

ついて意見をもらい，次年度の事業計画を作成

Point 6

時 期 会 議 事 業

令和元年５月 第１回協議会
・事業所での健康づくり事業開始
・職域に対する健康情報の提供①

６月 第１回保険者部会 ・職域に対する健康情報の提供②

７月 第１回ワーキング会議
・各工業団地が主催する研修会等との連携①
（清原工業団地での講話）

８月 第２回保険者部会

９月
・各工業団地が主催する研修会等との連携②
（労働衛生大会での講話）
・職域に対する健康情報の提供③

１０月 第２回ワーキング会議
第３回保険者部会

１１月 ・職域に対する健康情報の提供④

１２月 第２回協議会
・職域に対する健康情報の提供⑤
・各工業団地が主催する研修会等との連携③
（宇都宮工業団地での講話）



第２次健康うつのみや２１中間評価
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項 目
策定時

（2011[H23]年度）
現状

（2017[H29]年度）
目標値

（2022年度）

◎働いている人のうち，
自分の生活習慣をよ
く思っている人の割
合

44.8%
〈参考〉

働いていない人
62.3%

47.7%
〈参考〉

働いていない人
62.3%

働いていない人と同
値

◎健康づくりに関する
取組を行っている事
業所の割合

（定期健康診断の実施を除く）

23.9%
（H21年度）

83.4% 100.0％

～第２次健康うつのみや２１計画の「企業・団体等の積極参加の促進」分野にあわせて評価する～

Point 7



連携事業展開上のポイント連携事業展開上のポイント
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PDCAサイクルの展開
・毎年，連携事業実施終了後、事業の結果報告を行い，次年度の事業

計画の作成を繰り返す
・５年に１回の健康増進計画の評価指標でそれらの取り組みを評価

評価における課題
・連携事業の実施の評価は，毎年実施していたが，個々の取り組みへ

の評価指標を設定していなかった
・５年に１回の長期的な結果評価はできているが，取り組みが
最終的にどう成果につながっているのかは，見えにくかった。

(参考 ガイドラインp29,30)

Point 7


